
●受講料●１名〈税込み、資料代込〉 
 

正会員 34,560 円  本体価格 32,000 円 
一 般 37,800 円  本体価格 35,000 円 

 
●お申込み後（開催日１週間～１０日前までに）受講票・ 
請求書をお送り致します。 
●キャンセルは原則お受け致しかねますので、ご都合が 
悪くなった際は、代理出席をお願い致します。 
●催行人数に満たない場合、中止となる場合もあります。 
●ＦＡＸでお申込の際、「０（ゼロ）発信のＦＡＸ機」を 
ご使用の場合は、必ず「０」を押してから、番号入力を 
お願い致します。（別番号への誤送信にご注意ください。） 

一般社団法人企業研究会 担当：上島 

E-mail kamijima@bri.or.jp 
〒102-0083 千代田区麹町 5-7-2 麹町 M‐ＳＱＵＡＲＥ2F 
TEL 03-5215-3516   FAX 03-5215-0951 

   

 

 

 

海外子会社における会計不正（粉飾）の予防と早期発見の実務 
～２０１０年以降、実際に発生した日系海外子会社の巨額粉飾事案【７件のケーススタディ】をもとに具体的ポイントを解説～ 

 
●日 時●  ２０１７年 ９月 ２５日（月） １３：００ ～ １７：００ 

●会 場●  東京・麹町『企業研究会セミナールーム』 
◆開催にあたって 
連結決算における海外子会社の重要性が高まる中、万が一その海外子会社で会計不正が発生した場合、グループ全体の会計不正にも繋がり、
企業イメージの失墜のみならず、親会社の上場維持に関わる問題にまで発展するリスクがあります。こうした事態を避けるためには、海外
子会社に対する内部統制の整備・運用に加え、本社による子会社の適切な財務分析やモニタリング、不正リスクを念頭にいれた内部監査が
重要となります。本講座では、近年実際に発生した粉飾事案の分析をベースに、海外子会社における会計不正の予防と早期発見のポイント
について、実務経験豊富な講師がこれまで得た知見や方法論をもとに、具体的に解説します。   
■プログラム                                              
 

Ⅰ．海外子会社における会計不正の類型と不正発生の３要素 
（１）不正の体系図全体像における財務報告不正：粉飾決算の位置づけ  

（２）粉飾決算のタイプ別分類 （３）海外子会社における不正発生の３要素 等 
 

Ⅱ．２０１０年以降に発生した日系海外子会社の巨額粉飾事案の分析【７件のケーススタディ】  

（１）音響メーカー欧州曾孫会社の事例 （現地経営者による売上の過大計上） 

（２）住宅関連メーカー中国孫会社の事例 （Ｍ＆Ａで取得した欧州子会社の中国子会社の事例） 

（３）金融会社の台湾孫会社の事例（日本人駐在員幹部による主導の事例） 

（４）他、合計７件の各事例における共通点、相違点 

（５）主な不正のスキーム（どのような不正であったのか？） 

（６）不正の発生を許した要因（何故不正が起き、長期に隠ぺいできたのか？） 

（７）不正発覚の経緯（何がきっかけで発覚したのか？） 

（８）財務上の不正の兆候（財務諸表に不正の兆候は現われていたのか？）他 
 

Ⅲ．過去の海外子会社会計不正から学ぶべき点  

（１）どのような手続きを実施すれば早期に発見できたのか（財務分析等）  

（２）どのような体制があれば会計不正のリスクを低減できたのか（内部監査等）  
 

Ⅳ．会計不正の予防と早期発見に向けた具体的ポイント 

（１）本社における子会社の財務諸表分析 （２）本社または地域統括会社におけるデータモニタリング 

（３）内部通報制度の活性化       （４）会計不正リスクを念頭にいれたリスクベースの内部監査 

（５）内部統制・内部通報制度・内部監査の一体的運用 
 

■講 師 東洋大学 国際学部 グローバル・イノベーション学科 教授 

（クロウホーワス・グローバルリスクコンサルティング㈱ 前代表取締役社長） 

米国公認会計士・公認内部監査人・公認情報システム監査人  毛利 正人 氏 
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申込書   海外子会社における会計不正（粉飾）の予防と早期発見の実務 

会社名 
フリガナ 

 

住 所 
〒 

 

ＴＥＬ  Ｅメール  

ご氏名 
フリガナ 所属 

役職 

 

＊お客様の個人情報は、本研究会に関する確認・連絡、および当会主催のご案内をお送りする際に利用させて頂きます。 

 

 

＊セミナーの副教材として、講師著書 

『図解 海外子会社マネジメント入門』 

（東洋経済新報社）を配付いたします。 

【略 歴】早稲田大学政治経済学部卒業（経済学）、米国ジョージワシントン大学修士課程修了（会計学）。米国公認会計士、公認内部監査人、公認情報システム 
監査人。国内大手企業、国際機関（在ワシントン DC）、大手監査法人エンタープライズリスクサービス部門ディレクター、外資系グローバル・リスクコンサルティング 
会社代表取締役社長を経て、2017 年 4 月より現職。世界各国で、買収海外子会社へのガバナンス導入、リスクマネジメント、コンプライアンス、内部監査等のプロ 
ジェクトを数多く実施。著書として、「図解海外子会社マネジメント入門」、「リスクインテリジェンス・カンパニー」（共著）、「内部監査実務ハンドブック」（共著）がある。 
 

＊ホームページ（https://www.bri.or.jp）よりお申込みください。 


